
 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ はじめに 

  松江市は、約 20万人の島根県の県庁所在地

であり、中核市として平成 30 年に移行され

た。松江市には小学校 34校（義務教育学校２

校含む）があり、児童数約 900名の大規模校

から児童数約 40 名の小規模校と幅広く点在

している。松江市校長会は毎月１回定例会を

開催し、学校訪問や学校運営に関する研修、

教育課題に関する情報交換、協議などを行っ

ている。 

  松江市の小中学校は、平成 19年度から小中

一貫教育を推進し、平成 22年度から市内全域

で小中一貫校になった。また、令和５年度か

全ての学校がコミュニティスクールになって

いる。本校は、３つの小学校と１つの中学校

で分離型「ほっとハート東出雲学園」として

連携を図っている。 

 

２ 研究の概要 

(1)  テーマ設定の経緯と理由 

本研究を進めるにあたって、学校評価の

議論をめぐる経緯を昨年 11月、市校長会で

共有した。周知のとおり学校評価が平成 10

年の中教審答申から始まり平成 18年３月に

ガイドラインとして策定され、平成 19年 12

月には学校教育法が改正され、学校評価の

法的な義務付けが始まった。その後、２回の

改訂（第三者評価、義務教育学校・小中一貫

教育学校の追加）を経て平成 28年改訂版が

最新であり現在に至っている。この学校評

価の最新版が示された頃、文部科学省が「学 

 

 

 

 

 

 

 

 

校評価の充実に向けて」行政説明を行って

いる。その行政説明によれば、その当時、全

国の学校へ学校評価等実施状況調査（３年

に 1 度）を行い、その調査結果を野村総合

研究所が調査研究し、効果実感の高い市区

町村の取組を分析している。当然、我々、今

の校長は、その頃、教頭・教諭であったと考

えられる。当時の行政説明など知る由もな

く今に至っていると考える。したがって、学

校評価の行政説明における、『効果実感の高

い学校の取組』を理解し、今後の校長実践の

一助になればよいと考え、本テーマを設定

した。 

(2)  行政説明と学校評価 

この行政説明によれば、学校評価等実施

状況調査の質問項目から効果に関する５項

目（学力、生活態度、学校運営、保護者との

連携、支援・改善措置の獲得）を成果・効果

実感とし、１項目あたり２点として得点化

している。さらに、それを自治体ごとに集計

し、５項目で 10点満点中平均６点以上の自

治体を効果実感の高い学校の多い市区町村

とし、６点以下を効果実感の中・低い学校の

多い市区町村と分けて分析している。すな

わち２つに分けて分析した場合、学校目標

を共有するための工夫について差異が表れ

た項目があるのかどうかを分析して報告し

ている。その分析によれば、効果実感の差異

については、次に示す２点が重要だと提案

している。この２点について、松江市校長会

では昨年 11月、今年の１月と学校評価に関
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する研修を位置づけて、その差異を紹介、情

報交換を行い、実践等を話し合った。 

 

(3)  学校目標と具体的な子ども像 

１点目が、『子ども像を具体的にイメー

ジできる形で目標設定すること』であった。

校長として３校目となるが、いずれの歴任

校においても、「めざす子ども像」を子ども

たちが言え、そしてわかりやすい言葉を用

いて学校経営を行ってきた。現任校におい

て、それに類似するめざす子ども像がわか

りにくかったので着任早々変えた。始業式、

終業式での話、全教室の掲示、体育館の前

面掲示、昇降口での掲示、HPでの教育活動

紹介の中での話の中に盛りこみながら浸

透させていった。学校運営協議会でも、紹

介して承認を得た。協議委員も「シンプル

でわかりやすい。」と評価をいただいた。 

(4)  個人目標と関連づけ 

２点目が『個人目標と関連づけること』

であった。島根県には自己評価システムが

あり、自己目標評価シートが教職員に義務

付けられている。この自己目標評価シート

は雛形が島根県から示されているが、各校

独自の項目を設けてよいことになってい

る。本校においては、学校教育目標や学級

経営目標、学校評価項目という欄を追加し

て作成するようにした。中でも学校評価項

目を入れたのは、教職員が学校評価を意識

してほしいことと評価面接の中でなぜそ

れを選んだのかを聞くことによって、教職

員の思いや考えを引き出せると思ったか

らである。１学期の面接において、全教職

員と面接を行い、作り上げた自己目標評価

シート（上図）をもとに面接を行った。学

校評価を選んだ理由を聞くとそれぞれの

教職員には思いがあることが知れた。 

 

３ 校長の役割 

⑴ 児童に具体的にイメージしやすい言葉で

子ども像の目標設定を行い、常に PDCA

を考え、あらゆる機会をとらえ児童に問

い正していくこと。 

⑵ なぜそのような目標設定が必要なのかを

職員と共有する機会をもつこと。 

⑶ 評価システムにおいて個人目標と学校評

価（自己評価）を関連づけ、学級経営が学

校経営とつながっていることを面談等で

考えさせ、それを実行させていくこと。 

４ おわりに 

 あたりまえのように常日頃から言われている

ことを今回の研究で、根拠を示しながら実践し

ていくことの大切さを学んだ。現任校にあたっ

ては、着任早々、「めざす子ども像」をある意味

トップダウンで変えた。これは、調査結果デー

タという根拠に裏打ちされた成果でもある。 

課題として考えるのは、この「めざす子ども

像」「評価システム」をなぜこういう形にしてい

るのかの職員への理解・共有を効果的にする方

法である。また、あえて子どもたちにも理解・

共有していくことを課題として今後も研究を重

ねていきたいと考える。 


